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(57)【要約】
　本発明は、ホース形の機能部分とその中のワイヤ形の
機能部分を有する手動式の機能ホース器具に関する。操
作グリップボディと取外し可能な操作ユニットが設けら
れ、操作ユニットは、軸線方向に相対移動可能でありか
つホース固定部又はワイヤ固定部を有する２つの操作部
分を有する。第１操作部分は操作グリップボディに軸線
方向に固定され、第２操作部分は指で操作される操作ス
ライド部材を有する。第１操作部分が指で操作される操
作回転部材を有し、切り欠き内へ第２の操作部分が少な
くとも部分的に挿入可能であり、かつ／又はワイヤ固定
部が、長手軸線を中心にワイヤ解放位置からワイヤ締め
付け位置へ互いに対して回動可能な、それぞれ偏心した
軸線方向のワイヤ挿通開口部を備えた２つのワイヤ固定
部分を有し、２つの挿通開口部が軸線方向に互いに相前
後して配置され、かつワイヤ解放位置で整合し、ワイヤ
締め付け位置では整合を外れる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　手動式の機能ホース器具、好ましくは内視鏡の機能ホース器具であって、
　前記機能ホース器具は、
　ホース形状の機能部分（１）と、その中に延びるワイヤ形状の機能部分（２）であって
、遠位の端部において利用機能を行使するために、前記ホース形状の機能部分（１）と前
記ワイヤ形状の機能部分（２）が軸線方向に相対移動可能である、ホース形状の機能部分
（１）とワイヤ形状の機能部分（２）と、
　操作グリップボディと取り外し可能に結合するように整えられた操作ユニットであって
、前記操作ユニットが前記ホース形状の機能部分（１）と前記ワイヤ形状の機能部分（２
）の近位の終端セクションに配置され、かつ第１の操作部分（７）と第２の操作部分（８
）を有し、前記第１の操作部分（７）と前記第２の操作部分（８）が軸線方向に相対移動
可能に互いに結合されている、操作ユニットとを備え、
　前記第１の操作部分（７）と前記第２の操作部分（８）の内の一方がホース固定部を有
し、そのホース固定部によって前記ホース形状の機能部分（１）がその操作部分に固定さ
れており、前記第１の操作部分（７）と前記第２の操作部分（８）の内の他方がワイヤ固
定部を有し、そのワイヤ固定部によってワイヤ形状の固定部分がその操作部分に固定され
ており、
　前記第１の操作部分（７）が、前記第１の操作部分を前記操作グリップボディに軸線方
向に固定するための軸線方向固定部材（９）を有し、かつ、
　前記第２の操作部分（８）が指で操作される操作スライド部材（１０）を有している、
機能ホース器具において、
　前記ワイヤ固定部が、長手軸線を中心にワイヤ解放位置からワイヤ締め付け位置へ互い
に対して回動可能な、それぞれ偏心した軸線方向のワイヤ挿通開口部（２７、２８）を備
えた２つのワイヤ固定部分（２５、２６）を有し、２つの挿通開口部が軸線方向に相前後
して配置されており、かつワイヤ解放位置において整合し、ワイヤ締め付け位置において
は整合を外れ、かつ／又は、
　前記第１の操作部分（７）が指で操作される操作回転部材（１１）を有し、かつ／又は
、
　前記第１の操作部分（７）が、軸線方向の切り欠き（１９）を備えた遠位の円錐セクシ
ョン（１２）を有し、前記切り欠き内へ前記第２の操作部分（８）が少なくとも部分的に
挿入可能である、ことを特徴とする手動式の機能ホース器具。
【請求項２】
　さらに、前記第２の操作部分が、前記第１の操作部分と相対回動不能かつ軸線方向に移
動可能に結合される、対応する機能部分を固定するための固定ボディ（２０）を有してお
り、前記操作スライド部材が回転移動可能かつ軸線方向に固定されて固定ボディと結合さ
れている、ことを特徴とする請求項１に記載の機能ホース器具。
【請求項３】
　さらに、前記第１の操作部分（７）と前記第２の操作部分（８）の内の一方がガイドス
リーブ（１３）を有し、他方の操作部分が前記ガイドスリーブ内で相対回動不能かつ軸線
方向に移動可能に案内されるガイド部材（２０）を有している、ことを特徴とする請求項
１又は２に記載の機能ホース器具。
【請求項４】
　さらに、前記第１の操作部分（７）と前記第２の操作部分（８）が、ガイドスリーブと
ガイド部材の軸線方向の相対移動を両側で制限するための終端ストッパを有している、こ
とを特徴とする請求項３に記載の機能ホース器具。
【請求項５】
　さらに、前記２つのワイヤ固定部分が、該当する操作部分のパイプ形状の終端セクショ
ンとそれに差し込み可能な固定短管とによって形成されている、ことを特徴とする請求項
１～４のいずれか１項に記載の機能ホース器具。
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【請求項６】
　さらに、前記第１の操作部分がホース固定部を有し、前記第２の操作部分がワイヤ固定
部を有しており、あるいは、
　前記第１の操作部分がワイヤ固定部を有し、前記第２の操作部分がホース固定部を有し
ている、ことを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の機能ホース器具。
【請求項７】
　さらに、前記操作回転部材が前記操作スライド部材の前の遠位に配置されており、ある
いは、
　前記操作回転部材が前記操作スライド部材の後方の近位に配置されている、ことを特徴
とする請求項１～６のいずれか１項に記載の機能ホース器具。
【請求項８】
　さらに、グリップボディ（６）を備えた操作グリップ（５）が設けられており、前記グ
リップボディが操作ユニット（７、８）を取り外し可能に収容するように整えられており
、かつ前記第１の操作部分を軸線方向に結合固定するための結合部材（３６）を有してい
る、ことを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の機能ホース器具。
【請求項９】
　さらに、前記グリップボディの結合部材が、前記第１の操作部分を回転移動可能に結合
するように整えられている、ことを特徴とする請求項８に記載の機能ホース器具。
【請求項１０】
　さらに、前記グリップボディが、前記操作スライド部材のための軸線方向ガイドを有し
ている、ことを特徴とする請求項８又は９に記載の機能ホース器具。
【請求項１１】
　さらに、前記操作回転部材が前記グリップボディの遠位の、あるいは近位の前側に配置
されている、ことを特徴とする請求項８～１０のいずれか１項に記載の機能ホース器具。
【請求項１２】
　さらに、前記グリップボディがいくつかに分かれて形成されており、前記グリップボデ
ィがグリップベース部分（６ａ）と、それと取り外しできるように結合可能なグリップ結
合部分（６ｂ）を有しており、かつグリップ結合部分が前記操作ユニット（７、８）を取
り外し可能に収容するように整えられており、かつ前記第１の操作部分を結合するための
結合部材を有している、ことを特徴とする請求項８～１１のいずれか１項に記載の機能ホ
ース器具。
【請求項１３】
　さらに、前記２つのワイヤ挿通開口部（２７、２８）の内の少なくとも１つが、周側が
閉鎖された開口部である、ことを特徴とする請求項１～１２のいずれか１項に記載の機能
ホース器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前文に記載された手動式の機能ホース器具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の器具は、ホース状の機能部分とその中に延びるワイヤ状の機能部分とを有し、
２つの機能部分は、遠位の端部において利用機能を行使するために、軸線方向に相対移動
可能である。さらに、器具は、操作グリップボディと取り外し可能に結合するように整え
られた操作ユニットを有しており、その操作ユニットは機能部分の近位の終端セクション
に配置されており、かつ第１と第２の操作部分を有し、それらが相対移動可能に互いに結
合されており、２つの操作部分の一方がホース固定部を有しており、そのホース固定部に
よってホース状の機能部分がその操作部分に固定され、２つの操作部分の他方がワイヤ固
定部を有しており、そのワイヤ固定部によってワイヤ状の機能部分がその操作部分に固定
される。第１の操作部分は、第１の操作部分を操作グリップボディに固定するための軸線
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方向固定部材を有しており、第２の操作部分は指で操作される操作スライド部材を有して
いる。ホースを固定し、かつワイヤを固定するために、接着、溶接及び取り外し可能及び
取り外しできない相補形状結合あるいは力による結合のような、従来の種類の任意の固定
が使用可能である。
【０００３】
　ここでは、ホース状の機能部分という概念は、一般的に、ワイヤ形状の機能部分を挿通
するための中空通路を有する任意の細長い構成部品を意味し、それぞれ適用場合に応じて
、ワイヤ形状の機能部分に対して曲がりやすい、あるいは曲がりにくいホース部分もしく
はパイプ部分とすることができる。ワイヤ形状の機能部分という概念は、ここでは、ホー
ス形状の機能部分の中空通路内に軸線方向に相対移動可能に収容される、金属材料又はプ
ラスチック材料からなる長く延びたワイヤ形状の構成部品と考えられる。
【０００４】
　このような種類及び他の種類の手動式の機能ホース部材は、例えば内視鏡医療技術にお
いて、特に組織中空室内の石などを捕獲するための展開可能なワイヤバスケットを備えた
石捕獲バスケット器具及びワイヤフィルタ器具、ワイヤループ器具及びキャッチネット器
具のような同様の器具の形態で、広く使用されている。上述したこれらの適用において、
ワイヤ形状の機能部分の遠位の端部に、ワイヤバスケット、ワイヤフィルタ、ワイヤルー
プ又はキャッチネットのような、典型的に展開可能な部材が配置されており、かつワイヤ
形状の機能部分をそれを包囲するホース形状の機能部分に対して軸線方向に引き戻し、か
つ送り出すことによって、この部材が折りたたまれながらホース形状の機能部分の遠位の
端部内へ引き込まれ、もしくは展開しながら引き出される。同様な適用は、カテーテル器
具用のガイドワイヤユニットであって、ワイヤ形状の機能部分は、いわゆる引っ張りワイ
ヤであり、ホース形状の機能部分はそれを包囲するホースであり、そのホースが遠位の領
域内で引っ張りワイヤと結合されている。引っ張りワイヤとホースを軸線方向に相対移動
させることにより、ガイドワイヤユニットの遠位の部分が所望のやり方で変形され、例え
ば曲げられ、これについては、ある特許文献を参照（例えば、特許文献１参照。）。
【０００５】
　軸線方向の相対移動は、機能ホース器具の近位の終端セクションに設けられた操作ユニ
ットの操作によってもたらされる。操作するために、機能ホース器具の近位の操作ユニッ
トが、典型的に、操作グリップに結合されている。操作ユニットと付属の操作グリップの
従来の設計は、大体においてその構想及び／又はカップリングが複雑であって、しばしば
操作グリップが操作ユニットもしくは２つの機能部分と取り外しできないように結合され
ている。これに関して改良することができるようにするために、ある特許文献には、冒頭
で挙げた種概念に基づく種類の手動式の機能ホース器具が提案される（例えば、特許文献
２参照。）。
【０００６】
　また、別の特許文献は、フレキシブルなカテーテルを有する医療用装置であって、その
カテーテルの近位の端部に操作ユニットが連続しており、そのカテーテルは遠位の端部に
作業部材を有しており、その作業部材が引っ張り部材又は押圧部材によって操作され、そ
の部材がカテーテルを通して回転可能に案内されている、医療用装置を開示している（例
えば、特許文献３参照。）。操作ユニットは、例えば長孔を有する小パイプとガイドスリ
ーブを有しており、そのガイドスリーブが小パイプ内で滑り移動することができ、そのガ
イドスリーブの近位にワイヤの形態の引っ張り／押圧部材が固定されている。中央スリー
ブ上にリンググリップが挿し嵌められて、その中央スリーブと、中央スリーブに対して回
転可能であるが、軸線方向には摺動できないように結合されており、中央スリーブ自体は
小パイプ上に挿し嵌められ、かつガイドスリーブと結合されている。小パイプの近位の端
部には、コレットチャックの形態でアイ形状のグリップが回転可能に軸線方向に固定され
ている。ワイヤを軸線方向に摺動させるために、リンググリップと中央スリーブが小パイ
プ上で軸線方向に摺動される。ワイヤを回転させるためには、前に位置するように配置さ
れた回転スリーブが用いられ、その回転スリーブの近位の端部が小パイプの遠位のねじ上
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に螺合されており、かつその回転スリーブはユーザーが片手で回転させることができ、ユ
ーザーの他方の手はリンググリップとアイ形状のグリップを固定位置で保持する。
【０００７】
　さらに別の特許文献は、操作グリップを備えた医療用の石捕獲小バスケット器具であっ
て、その操作グリップに親指で操作するスライダが軸線方向に移動可能に保持されており
、それによって捕獲小バスケットをホース又はパイプから引き出し、もしくは再び引き込
むことができる、石捕獲小バスケット器具を開示している（例えば、特許文献４参照。）
。付加的に、グリップの近位の端部にダイアルが配置されており、そのダイアルを用いて
ユーザーは、片手でダイアルを操作することにより、操作グリップにおいた片手で器具を
保持し、捕獲小バスケットを回転させることができる。
【０００８】
　さらに別の特許文献は、医療用のガイドワイヤ上の任意の所望の箇所に取り付けること
ができる操作補助部材であって、その操作補助部材によってガイドワイヤを良好に握って
長手操作又は回転操作することができる、操作補助部材を開示している（例えば、特許文
献５参照。）。操作補助部材は、２つの関連しあう、軸線方向に挿しまとめることのでき
るパイプ部分とその中に収容可能なエラストマー材料からなるロック部分とを有している
。パイプ部分は、それぞれその長さにわたってつながった軸スリットを有しており、その
軸スリットを通してガイドワイヤを導入することができる。２つのパイプ部分を相対回動
させることにより、ロック部分がガイドワイヤとパイプ部分の内壁との間に変形して挟持
されることにより、ロック部分がガイドワイヤをパイプ部分に対して固定する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００５／０１１３８６２号明細書
【特許文献２】国際公開第２０１１／０９５２３３号
【特許文献３】独国特許出願公開第１０２０１００３７６１８号公報
【特許文献４】米国特許出願公開第２０１２／００９５４７７号明細書
【特許文献５】米国特許出願公開第５２１９３３２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の技術的問題は、上に挙げた従来技術に対して、特にその機能性及び／又は構造
に関して、ずっと改良された、冒頭で挙げた種類の手で操作する機能ホース器具を提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明はこの問題を、請求項１の特徴を有する手で操作される機能ホース器具を提供す
ることによって解決する。本発明の好ましい展開が、従属請求項に記載されており、これ
をもってその文言が明細書に収容される。
【００１２】
　必要な場合には、本発明に係る機能ホース器具の操作構造物の全てのコンポーネントは
、プラスチック部品として射出成形技術において形成され、かつ２つの機能部分を有する
操作ユニットを付属の操作グリップに取り付けることは、迅速かつ複雑でなく、好ましく
は工具なしで取り外し可能な結合によってもたらされる。取り外し可能な結合は、必要に
応じて繰り返し形成され、かつ再び外すことのできる、破壊なしに取り外し可能な結合で
ある。さらに形成は金属のコンポーネントなしで完全に行われ、それは、磁気共鳴技術を
使用する医療用の内視鏡適用のために、有用であり得る。別体の操作グリップは、操作ユ
ニット及び２つのホース形状もしくはワイヤ形状の機能部分とは関係なく形成することが
でき、かつその形態は、例えば人間工学的及び操作技術的な視点において最適化すること
ができる。
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【００１３】
　本発明は複数の視点を有しており、それらはそれぞれそれ自体あるいは任意の組み合わ
せにおいて本発明のしかるべき実施形態において実現されている。本発明の１つの視点に
おいて、第１の操作部分が指で操作される操作回転部材を有している。そのことがユーザ
ーに、第１の操作部分及びそれに伴ってそれに固定されたホース形状又はワイヤ形状の機
能部分を操作グリップボディに対して快適に回動させることを許し、そのために第１の操
作部分は操作グリップボディに対して回転移動可能に配置されており、それは、その軸線
方向固定部材を回転移動可能に実現することを含んでいる。この器具は、好ましい実現に
おいては、片手操作可能に設計されており、すなわち器具は、片手だけで操作することが
できる。
【００１４】
　本発明の他の視点において、第１の操作部分は、軸線方向の切り欠きを備えた遠位の円
錐セクションを有しており、その切り欠き内へ第２の操作部分が少なくとも部分的に挿入
可能である。必要な場合にはこれが、操作ユニットのため、及びそれに伴って操作グリッ
プのためにも比較的短い組立て形状を可能にする。さらにこの措置が、２つの操作部分の
互いに対する軸線方向移動ガイドを支援することができる。
【００１５】
　本発明の他の視点において、ワイヤ固定部は長手軸線を中心にワイヤ解放位置からワイ
ヤ締め付け位置へ互いに対して回動可能な、それぞれ偏心した軸線方向の挿通開口部を備
えた２つのワイヤ固定部分を有しており、２つの挿通開口部は軸線方向に互いに相前後し
て配置されており、かつワイヤ解放位置において整合し、ワイヤ締め付け位置においては
整合を外れる。このワイヤ固定部は、製造技術的に簡単に実現可能であり、機能的に確実
に、ワイヤ形状の機能部分のための充分な締めつけ力を提供する。しかるべき操作部分に
固定するために、ワイヤ形状の機能部分の近位の終端セクションが、ワイヤ固定部分のワ
イヤ解放位置にある整合した挿通開口部を通して差し込まれ、その後ワイヤ固定部分がそ
のワイヤ締め付け位置へ回動される。それによって偏心した挿通開口部が整合を外れ、そ
の結果、ワイヤ形状の機能部分の差し込まれたセクションの曲がりと変形がもたらされ、
そのようにして該当する操作部分にワイヤ形状の機能部分が所望のように締めつけ固定さ
れる。
【００１６】
　本発明の展開において、第２の操作部分は、第１の操作部分と相対回動不能かつ軸線方
向移動可能に結合された固定ボディを有しており、操作スライド部材がその固定ボディと
回転移動可能かつ軸線方向に固定して結合されている。この好ましい構造によって、ユー
ザーが操作回転部材を介して第１の操作部分を回動させる場合に、第１の操作部分の固定
ボディが同期して共に回動し、操作スライド部材は共に回動されず、したがって回転方向
において操作グリップに対するその長さは変化しない。第１の操作部分の固定ボディはホ
ース形状又はワイヤ形状の機能部分を固定するために用いられ、他の機能部分は第２の操
作部分に固定されている。これが好ましい効果を有し、ユーザーが操作回転部材を介して
回転運動を導入した場合に、ホース形状の機能部分とワイヤ形状の機能部分が同期して回
転する。それによって、２つの機能部分が相対回動する場合に発生することがあり得る摩
擦損失が回避される。
【００１７】
　本発明の展開において、２つの操作部分の１つがガイドスリーブを有しており、他の操
作部分はこのガイドスリーブ内で相対回動不能かつ軸線方向に移動可能に案内されるガイ
ド部材を有している。それによって互いに対して軸線方向移動可能な２つの操作部分の互
いに対する確実なガイドが支援される。
【００１８】
　この措置の形態において、２つの操作部分はガイドスリーブとガイド部材の軸線方向の
相対移動を両側で制限するための終端ストッパを有している。それによって２つの軸線方
向に相対移動可能な操作部分は、それらがまだ操作グリップに取り付けられていない場合
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、あるいはそれから取り外されている場合でも、確実に互いに結合されたままとなる。
【００１９】
　本発明の展開において、２つのワイヤ固定部分は、該当する操作部分のパイプ形状の固
定終端セクションとそれに軸線方向に差し込み可能な固定短管とによって形成されている
。これは、製造技術的に簡単に実現可能であり、機能技術的に好ましく、かつ確実である
ことが明らかにされている。固定短管は、固定終端セクション上に、あるいはその中へ軸
線方向に差し込むだけでよい。差し込まれた位置において、固定終端セクションはワイヤ
形状の機能部分を締めつけ固定し、あるいは緩めるために、固定短管に対してしかるべく
回動させるだけでよい。
【００２０】
　本発明の展開において、第１の操作部分がホース固定部を有し、第２の操作部分はワイ
ヤ固定部を有している。好ましい形態においてユーザーは、操作スライド部材を操作グリ
ップに対して軸線方向にスライドさせることにより、２つの操作部分の軸線方向の相対移
動をもたらす。これは、ワイヤ形状の機能部分がホース形状の機能部分に対してアクティ
ブに軸線方向に前進及び後退移動できることを、意味している。医療用の石捕獲バスケッ
ト器具においては、このようにしてワイヤ形状の機能部分の遠位に設けられている捕獲小
バスケットを、包囲するホース形状の機能部分から前方へ向かって引き出すように移動し
て展開し、もしくは再びその中へ引き戻すことができる。
【００２１】
　代替的な展開において、第１の操作部分がワイヤ固定部を有しており、第２の操作部分
はホース固定部を有している。ユーザーは、例えば操作グリップに対して操作スライド部
材をアクティブに軸線方向にスライドさせることにより、ホース形状の機能部分をワイヤ
形状の機能部分に対して前進又は後退するようにスライドさせることができる。上述した
石捕獲バスケット器具の場合に、このようにして捕獲小バスケットはホース形状の機能部
分をアクティブに引き戻すことによって展開し、ホース形状の機能部分を送り出すことに
よって再びホース形状の機能部分内へ折りたたまれ、ワイヤ形状の機能部分とそれに伴っ
て捕獲小バスケットもその軸線方向の長さを維持する。これは、腎臓結石及び動物又は人
間の組織から除去すべき他の粒子を捕獲するプロセスのために効果的であり得る。
【００２２】
　本発明の展開において、操作回転部材は操作スライド部材の前の遠位に配置されている
。これによってユーザーが、例えば片手だけで器具を快適に操作することが容易になり、
彼は、例えば操作スライド部材を親指で、操作回転部材も親指で、あるいは親指と人差し
指で操作することができる。
【００２３】
　代替的な展開において、操作回転部材は操作スライド部材の後方の近位に配置されてい
る。この実現も、器具を片手で操作することを可能にする。そのためにユーザーは、操作
グリップを手の位置を逆にして、すなわちグリップを握る手の親指側が遠位ではなく近位
の器具方向になるように、握る。
【００２４】
　本発明の展開において、機能ホース部材はグリップボディを備えた操作グリップを有し
ており、そのグリップボディは操作ユニットを取り外し可能に収容するように整えられて
おり、かつ第１の操作部分を軸線方向に固定結合するための結合部材を有している。操作
ユニットを取り外し可能に収容することが、操作ユニットを操作グリップに取り付けるこ
とを容易にし、必要な場合には操作グリップから操作ユニットを簡単に取り外して、その
操作ユニットあるいは他の、その限りにおいて等しい構造の操作ユニットを新たに再び取
り付けることを可能にする。第１の操作部分を操作グリップボディに軸線方向に固定結合
することによって第２の操作部分に配置されている操作スライド部材を操作する場合に、
第２の操作部分とそれに固定された機能部分が操作グリップボディに対してアクティブに
前又は後ろへ移動され、第１の操作部分とそれに固定された機能部分は操作グリップボデ
ィに対するその軸線方向の長さを維持する。
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【００２５】
　この措置の形態において、グリップボディの結合部材は第１の操作部分を回転移動可能
に結合するように整えられている。操作回転部材を操作する場合に、第１の操作部分は、
好ましくは第２の操作部分もしくはその固定ボディと共に、操作グリップボディに対して
回転する。
【００２６】
　他の形態において、グリップボディは操作スライド部材のための軸線方向ガイドを有し
ている。これが、操作グリップボディにおける操作スライド部材の軸線方向移動の確実な
ガイドを支援することができる。
【００２７】
　他の形態において、操作回転部材はグリップボディの遠位の、あるいは近位の前側に配
置されている。操作回転部材のためのこの位置は、器具の片手操作に特によく適している
。
【００２８】
　他の形態において、グリップボディがいくつかに分けて形成されており、グリップボデ
ィはグリップベース部分及びそれと取り外し可能に結合できるグリップ結合部分を有して
おり、グリップ結合部分は操作ユニットを取り外し可能に収容するように整えられており
、かつ第１の操作部分を結合するための結合部材を有している。この形態は、器具の比較
的簡単な組み立てを許し、製造技術的な利点を提供する。
【００２９】
　本発明の展開において、２つのワイヤ挿通開口部の少なくとも１つは、周側が閉鎖され
た開口部である。これは、ワイヤを締めつけるように協働しあうワイヤ固定部分のきわめ
て良好な締めつけ作用もしくは固定作用に寄与することができる。
【００３０】
　本発明の好ましい実施形態を図面に示し、以下で説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】医療用の石捕獲バスケット器具として使用可能な、手で操作される機能ホース器
具を示す斜視図である。
【図２】図１の器具の近位の操作側の部分を示す分解斜視図である。
【図３】図１の器具の操作ユニットと操作グリップを示す分解斜視図である。
【図４】図１の組み立てた状態において図２の器具部分を示す縦断面図である。
【図５】図４に相当する組み立てた状態において、図２の器具部分を部分縦断面で示す側
面図である。
【図６】軸線方向に移動可能に結合された２つの操作部分を有する、図１の器具の操作ユ
ニットを示す縦断面図である。
【図７】図６の２つの操作部分の第１のものをそれに固定されたホース形状の機能部分と
挿通されたワイヤ形状の機能部分と共に示す縦断面図である。
【図８】図７の切断平面に対して垂直の切断平面において、図７の操作部分のみを示す縦
断面図である。
【図９】図６の２つの操作部分の第２のものの２つのコンポーネントを示す分解斜視図で
ある。
【図１０】図９のスリーブ形状のワイヤ固定ボディを示す斜視図である。
【図１１】図１０のワイヤ固定ボディを通る縦断面図である。
【図１２】図６のＸＩＩ－ＸＩＩ線に沿った横断面図である。
【図１３】図９の２つのコンポーネントを組み立てた状態においてワイヤ解放位置で示す
縦断面図である。
【図１４】図１３に相当する縦断面をワイヤ締め付け位置で示している。
【図１５】実施変形例のための、図１２と同様の横断面図である。
【図１６】他の実施変形例のための、図１２と同様の横断面図である。
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【図１７】実施変形例のための、図９と同様の分解斜視図である。
【図１８】図１７の実施変形例のための、図１４と同様の縦断面図である。
【図１９】他の実施変形例のための、図９と同様の分解斜視図である。
【図２０】図１９の実施変形例のための、図１４と同様の縦断面図である。
【図２１】図９の２つのコンポーネントの１つのための他の実施変形例を示す側面図であ
る。
【図２２】図１０のスリーブ形状の固定ボディに対する代替案としての、図２１のコンポ
ーネントに適合した締めつけピンを示す斜視図である。
【図２３】図１の器具を、ユーザーが保持使用することを示す側面図である。
【図２４】実施変形例のための、図２に相当する分解斜視図である。
【図２５】図２４の実施変形例のための、図３に相当する分解斜視図である。
【図２６】図２４の実施変形例のための、図６に相当する縦断面図である。
【図２７】他の実施変形例のための、図１に相当する斜視図である。
【図２８】図２７の実施変形例のための、図３に相当する分解斜視図である。
【図２９】図１７の実施変形例のための、図４に相当する縦断面図である。
【図３０】図２７の実施変形例のための、図２３に相当する図である。
【図３１】他の実施変形例のための、図１に相当する斜視図である。
【図３２】図３１の実施変形例のための、図３に相当する分解斜視図である。
【図３３】図３１の実施変形例のための、図４に相当する縦断面図である。
【図３４】他の実施変形例のための、図３２に相当する分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　図１～１４に示す、手で操作される機能ホース器具は、石捕獲バスケット器具として使
用するように整えられており、通常のように、ホース形状の機能部分１（略してホース）
とその中で軸線方向に相対移動可能に延びているワイヤ形状の機能部分２（略して機能ワ
イヤ）の形状の２つの細長い機能部分を有している。機能ワイヤ２は、その引張り力機能
により、引っ張りワイヤとも称される。機能ワイヤ２は、例えば患者の組織中空室内の石
などを捕獲して摘出することができるようにするために、前方の遠位の端部に折りたたみ
可能なワイヤ小バスケット３を有している。これはこの器具において、利用機能を表す。
ホース１と機能ワイヤ２は、この使用目的のために知られているように、任意の適切なプ
ラスチック材料又は金属材料からなり、例えばホース１がプラスチック材料から、機能ワ
イヤ２は超弾性的な金属材料からなることができる。
【００３３】
　機能ワイヤ３は、引き込まれた機能状態において、ホース１の遠位の端部においてホー
スの内部へ引き込まれている。機能ワイヤ２をホース１に対して軸線方向に前進させ、か
つ／又はホース１を機能ワイヤ２に対して軸線方向に引き戻すことによって、ワイヤ小バ
スケット３がホース１から出て遠位へ達し、その自己弾性に基づいて自動的に広がる。図
１は器具をこの機能状態において広がったワイヤ小バスケット３と共に示している。機能
ワイヤ２とそれに伴ってワイヤ小バスケット３に引張り力を加えることにより、取り込ま
れた石をワイヤバスケット３内で確実に締めつけて保持することができる。ワイヤ小バス
ケット３内に粒子がない場合に、ワイヤ小バスケットは必要な場合には、機能ワイヤ２を
ホース１に対して軸線方向に引き戻し、かつ／又はホース１を機能ワイヤ２に対して軸線
方向に送り出すことにより、折りたたみながら再び完全にホース１内へ引き込むことがで
きる。
【００３４】
　ホース１と機能ワイヤ２の間で上述した軸線方向の相対移動をもたらすためにユーザー
による操作を可能にするために、器具はその後方の近位のセクションに操作ユニット４と
操作グリップ５を有しており、操作ユニット４は操作グリップ５と、特にグリップ５のグ
リップボディ６と、取り外し可能に結合することができる。操作ユニット４は、第１の操
作部分７と第２の操作部分８を有しており、２つの操作部分７、８は軸線方向に相対移動
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可能に互いに結合されている。２つの操作部分７、８の一方はホース固定部を有しており
、それによってホース形状の機能部分１がその操作部分に固定されている。２つの操作部
分７、８の他方はワイヤ固定部を有しており、それによってワイヤ形状の機能部分２がそ
の機能部分に固定されている。第１の操作部分７は軸線方向固定部材９を有しており、そ
れを用いてその操作部分が操作グリップボディ６に軸線方向に固定可能である。第２の操
作部分８は、指で操作される操作スライド部材１０を有している。
【００３５】
　図１～１４に示す特殊な形態において、第１の操作部分７は指で操作される操作回転部
材１１及び遠位の円錐セクション１２と近位のガイドスリーブセクション１３、すなわち
ガイドスリーブ１３として機能するセクションを有しており、これは、図示の例において
一体的に、例えばプラスチック射出成形部品として形成されている。
【００３６】
　図１～１４の器具において、操作部分７にホース固定部が設けられており、そのために
その遠位の円錐セクション１２の遠位の端部にホース収容孔１４を有しており、その中へ
ホース１の近位の端部が挿入されて、例えばホース固定部としての接着１５によって保持
されている。ホース収容孔１４の近位の方向にワイヤ挿通孔１６が連続しており、２つの
機能部分１と２が操作ユニット４に取り付けられた場合に、そのワイヤ挿通孔を通して機
能ワイヤ２がさらに第１の操作部分７を通って近位の方向へ延びる。第１の操作部分７の
スリーブ形状のガイドセクション１３内に、選択的に補強小パイプ１７が設けられており
、その補強小パイプの遠位の端部が付属の収容孔１８内に挿入固定されており、その収容
孔は第１の操作部分７内でワイヤ挿通孔１６に近位に連続して設けられている。補強小パ
イプ１７は、好ましくはガイドスリーブセクション１３の全長にわたって近位の内側へ延
びている。選択的に補強小パイプ１７は、例えばプラスチック射出成形技術において、残
りの第１の操作部分７と一体的に形成することができる。
【００３７】
　第２の操作部分８はガイド部材を有しており、そのガイド部材は、第１の操作部分７の
ガイドスリーブ内で相対回動不能かつ軸線方向に移動可能に案内されるように、整えられ
ている。そのために図１～１４の器具において、ガイドスリーブはガイドスリーブセクシ
ョン１３とその遠位に連続する、第１の操作部分７の軸線方向の領域とによって形成され
ており、それによって付属のガイド孔もしくは収容孔１９が形成される。孔１９は、ガイ
ドスリーブセクション１３に沿って、かつ好ましくは操作回転部材１１を通って、さらに
好ましくはあらかじめ定めることのできる長さまで遠位の円錐セクション１２内へ、例え
ば遠位の円錐セクション１２の軸線方向の長さの少なくとも４分の１、あるいは少なくと
も３分の１、あるいは少なくとも半分まで延びている。ガイド孔１９が円錐セクション１
２内まで延びることによって、必要な場合には、操作ユニット７、８と操作グリップ５の
特に短い組立て形状が可能になる。
【００３８】
　図１～１４の器具の図示される例において、第２の操作部分８のガイド部材はロッド形
状のガイドボディ２０によって形成されており、そのガイドボディは図１～１４の形態に
おいて長円形状の横断面を有している。それにあわせて付属のガイド孔１９も同様に長円
形状の横断面を有しているので、ロッドボディ２０は収容孔１９内で実質的にあそびなし
で軸線方向に移動可能に案内されている。組み立てるために、ロッド形状のガイドボディ
２０の遠位の端部が前もって近位の後方から付属の収容孔１９内へ挿入される。機能ワイ
ヤ２と補強小パイプ１７は、ロッド形状のガイドボディ２０の中央の挿通孔２１内に収容
される。
【００３９】
　第１の操作部分７の遠位の円錐セクション１２内の収容孔１９の端部は、遠位の方向に
おいて、第１の操作部分７に対するガイドロッドボディ２０及びそれに伴って第２の操作
部分８の前進を、全体として制限する。近位の方向においては、第１の操作部分７のスリ
ーブ形状のガイドセクション１３の近位の端部に径方向に弾性変位するように形成された
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停止突片もしくは係止舌片２２が、第１の操作部分７からガイドロッドボディ２０が不用
意に完全に抜け出すことを阻止する。そのために、ガイドロッドボディ２０が外側の軸溝
２３を有しており、その軸溝はガイドロッドボディ２０の遠位の前端部２４の少し前で終
了しており、かつ、ガイドロッドボディ２０が収容部１９内へ挿入される場合に弾性変位
して径方向外側へ押圧される突片２２が、その軸溝内へ嵌入する。このようにして２つの
操作部分７、８は、ガイドスリーブとガイド部材の軸線方向の相対移動を両側で制限する
ための終端ストッパを有している。
【００４０】
　したがって、２つの操作部分７、８がまだ操作グリップ５に取り付けられておらず、あ
るいはそれから再び取り外されている場合でも、この２つの操作部分はあらかじめ互いに
組み合わされて保持されている。第２の操作部分８のガイドロッドボディ２０及び第１の
操作部分７内の付属のガイド収容部１９の長円形の横断面は、他の措置なしで、第２の操
作部分８のガイドロッドボディ２０と第１の操作部分７との相対回動不能な結合を提供す
る。
【００４１】
　操作スライド部材１０は、軸線方向に固定されており、かつガイドロッドボディ２０に
回転移動可能に保持されている。そのために後者は、近位の領域内に２つの軸線方向に離
隔したリングフランジ２４ａ、２４ｂを有しており、それらの間隙内に操作スライド部材
１０の下側に形成された半円形状の支承フォーク１０ａが嵌入する。それによって操作ス
ライド部材１０はガイドロッドボディ２０に軸線方向に固定されており、ガイドロッド部
材２０は回転することができ、それによって操作スライド部材１０が強制的に連動される
ことはない。好ましくは、支承フォーク１０ａは周方向に１８０を少し上回って延びて、
スナップ部材もしくはクリップ部材として機能することができし、それがガイドロッド部
材２０の、この領域内で円形の横段面上にスナップ止め、もしくはクリップ止めされて、
このようにしてガイドロッドボディ２０に失われないように保持される。
【００４２】
　リングフランジ２４ａ、２４ｂの後方のガイドロッドボディ２０の近位の端部に、ワイ
ヤ固定ボディ２５が形成されており、それが第１のワイヤ固定部分として機能し、その第
１のワイヤ固定部分がワイヤ固定部を形成するために第２のワイヤ固定部分２６と協働し
、そのワイヤ固定部によってワイヤ形状の機能部分２の近位の端部を第２の操作部分８に
取り外し可能に固定することができる。図１～１４に図示される実施例において、第１の
ワイヤ固定部分２５は第２の操作部分８のパイプ形状の終端セクションによって実現され
ており、第２のワイヤ固定部分２６はそれに差し込み可能な固定短管によって形成されて
いる。この固定短管は、図示されるように、例えば片側が開放した固定スリーブとするこ
とができ、その固定スリーブの閉鎖された前側に、スリーブ長手軸線に対して偏心した挿
通開口部２７が設けられている。それに対応して、ガイドロッドボディ２０のワイヤ挿通
孔２１の近位の前側に偏心したワイヤ挿通開口部２８が開口しており、２つの対応するワ
イヤ固定開口部２７、２８は、固定回転軸線として機能する長手中心軸線に対して同じ程
度だけ変位している。その結果、２つの開口部２７、２８は、関連する固定パイプ短管２
５に対するスリーブ形状の固定短管２６の所定の回転角度位置において互いに整合し、そ
れが、このように形成されるワイヤ固定のワイヤ解放位置を表す。図示される例において
、２つのワイヤ挿通開口部２７、２８は、周側が閉鎖された開口部として形成されている
。
【００４３】
　このワイヤ解放位置において、ワイヤ形状の機能部分２の近位の端部は、組み立てるた
めに近位の後方へ、取り外すためには遠位の前方へ、２つの開口部２７、２８を通して移
動させることができる。スリーブ形状の固定短管２６は、その開放した前側を固定パイプ
短管２５上に挿し嵌められ、かつこの位置において固定短管に対して回転させることがで
きる。具体的には、それはワイヤ解放位置からワイヤ締め付け位置へ回動させることがで
き、その位置において２つの挿通開口部２７、２８は整合を外れる。２つの開口部２７、
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２８を通して移動される、ワイヤ形状の機能部分２の近位の終端片は、それによってしか
るべく変形され、かつ、整合を外れた２つの開口部２７、２８の領域内の推移がそれによ
って変形されて曲がることによって、第２の操作部分８に締めつけ固定される。
【００４４】
　ワイヤ形状の機能部分２の挿通される終端セクションが２つの偏心した挿通開口部２７
、２８の回動によって受ける変形もしくは曲がりのみで、充分に高い締めつけ作用を提供
し、その締めつけ作用がワイヤ形状の機能部分２を第２の操作部分８に確実に固定保持し
、このワイヤ固定は要求される負荷に問題なく耐えることが明らかにされており。これは
特に、ワイヤ形状の機能部分２のために超弾性的なワイヤ材料を使用する場合でも、言え
ることである。
【００４５】
　ワイヤ解放位置とワイヤ締め付け位置を定めて、固定パイプ短管２５に対するスリーブ
形状の固定短管２６の過度の回動を回避するために、これら２つの部分に適切な回転制限
ストッパが形成されており、図示される場合において固定パイプ短管２５にストップ突片
２９が、スリーブ形状の固定短管２６にはしかるべき角度領域にわたって延びるガイド溝
３０が形成されており、そのガイド溝の内部でストップ突片２９が、例えば９０°と２７
０°の間の角度領域にわたって、移動することができる。
【００４６】
　図１３と１４には、２つのワイヤ固定部分２５、２６によるワイヤ固定が示されており
、図１３はワイヤ解放位置を示しており、この位置においてワイヤ挿通開口部２７、２８
は整合しており、図１４はワイヤ締め付け位置を示し、この位置においてはワイヤ挿通開
口部２７、２８は整合を外れており、それによってワイヤ形状の機能部分２はしっかりと
締めつけて固定する屈曲推移もしくは折り曲げ推移２ａを有している。この屈曲推移もし
くは折り曲げ推移は、スリーブ形状の固定短管２６をワイヤ締め付け位置からワイヤ解放
位置へ戻るように回動させることにより逆にすることができ、それによってワイヤ形状の
機能部分２は第２の操作部分８から再び引き出すことができる。
【００４７】
　第１の操作部分７、第２の操作部分８、第１の操作部分７に固定されたホース形状の機
能部分１及び第２の操作部分８に固定されたワイヤ形状の機能部分２を有する操作ユニッ
トからなるあらかじめ組み立てられた器具ユニットは、きわめて簡単なやり方で操作グリ
ップボディ６に取り外し可能に取り付けることができる。操作グリップボディ６はグリッ
プシェルを形成し、そのグリップシェルは特に片手で人間工学的に握るように形成されて
おり、かつその内部に、操作ユニット７、８を収容するために前方へむかって遠位に開放
した収容部３１を有している。グリップボディ６の上側にスロットガイド３２が形成され
ており、その中で操作スライド部材１０が軸線方向に移動可能に案内されており、操作ス
ライド部材はこのスロットガイド３２によって同時にグリップボディ６に相対回動不能に
保持されている。
【００４８】
　第１の操作部分７は、回転移動可能かつ軸線方向に固定されて操作グリップボディ６に
保持されている。そのために、操作グリップボディ６はその前端部に軸線方向のリング突
出部３３を有しており、それに対応して操作部分７には径方向に、外側に位置する回転部
材１１と内側に位置する、ガイドロッドボディ２０のためのガイドセクションとの間にリ
ング収容部３４が形成されており、そのリング収容部内へ操作グリップボディ６の軸線方
向のリング突出部３３を差し込むことができる。グリップボディ６は、軸線方向の突出部
３３の後方の端部に係止溝として機能する一周するリング溝３６を有しており、そのリン
グ溝内へ軸線方向固定部材９が取り外し可能に係止するように嵌入し、その軸線方向固定
部材は、図１～１４に示す例において１つの、あるいは周方向に分配して配置された複数
の係止舌片９によって形成されており、その係止舌片がリング収容溝３４内へ径方向内側
へ向かって突出する。それによって第１の操作部材７及び、それと共に、第１と第２の操
作部分７、８及びホース形状とワイヤ形状の機能部分１、２からなる前もって組み立てら
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れた構成ユニット全体が、操作グリップボディ６に取り外し可能に軸線方向に固定して取
り付けることができる。したがってリング溝３６は、グリップボディ６に第１の操作部分
７を軸線方向に固定して取り付けるための結合部材として機能する。代替的に、係止舌片
９とリング溝３６はその位置を交換しており、すなわちリング溝３６が第１の操作部分７
に形成されており、係止舌片９が操作グリップボディ６に設けられている。これによって
、係止舌片９が場合によっては妨げになるようにグリップボディ６のスロットガイド３２
内へ達することが回避される。
【００４９】
　組み立てられた状態において、第１の操作部分７はグリップボディ６に対して回動する
ことができ、この回動運動によってガイドロッドボディ２０と回転固定部２５、２６も連
動され、操作スライド部材１０は連動されることなくガイドスロット３２内に保持される
。ユーザーはこの回動を指で操作される操作回転部材１１を、例えば親指でしかるべく操
作することによりもたらすことができ、ユーザーはグリップボディ６を片手で握る。それ
によって彼は、ホース形状の機能部分１とワイヤ形状の機能部分２を操作グリップ５に対
して同期して回動させることができる。
【００５０】
　さらにユーザーは、同様に、グリップボディ６に対して親指を軸線方向に前後に移動さ
せることにより、指で操作される操作スライド部材１０を親指で操作することができる。
それによって彼は、図１～１４に示される例において、グリップボディ６及びそれに第１
の操作部分７を介して軸線方向に固定されている機能部分１に対してワイヤ形状の機能部
分２を軸線方向に前進させる。すなわち彼は、遠位の器具端部に設けられたワイヤ小バス
ケット３をホース２から前方へ移動させて展開し、もしくは再び折りたたむようにホース
２内へ移動させることができる。このように軸線方向移動する場合に、第２の操作部分８
が前と後ろに移動し、第２の操作部分は第１の操作部分７内ではガイドロッドボディ２０
によって、グリップボディ切り欠き３１内では２つのラジアルフランジ２４ａ、２４ｂに
よって案内されており、そのためにこれらのラジアルフランジは、グリップボディ切り欠
き３１の直径に相当する外径を有し、そのようにしてガイドリングもしくはセンタリング
リングとして機能する。軸線方向の往復移動を制限するために、選択的にスペースバー３
７が設けられており、そのスペースバーが第２の操作部分８の近位の端部から近位の後方
へ向かって張り出し、かつグリップボディ切り欠き３１の後方の端部に対して当接するこ
とにより後方への軸線方向移動を制限する。スペースバー３７は、例えばスリーブ形状の
ワイヤ固定短管２６の収容孔３８内に取り付けることができ、その収容孔は偏心したワイ
ヤ挿通開口部２７の拡幅された延長として形成されている。
【００５１】
　上の説明が明らかにするように、図１～１４の器具は快適な手動操作、特に片手操作に
適しており、それにおいてユーザーは器具を操作するのに片手しか必要とせず、彼はエル
ゴノミックに成形されたグリップボディ６を片手で快適に握ることができ、操作スライド
部材１０も操作回転部材１１も、例えばその親指だけで操作することができる。
【００５２】
　以下において、図１～１４の器具の例として示すいくつかの実施変形例を説明し、理解
しやすくするために同一及び機能的に同様な部材のために同一の参照符号が使用され、そ
の限りにおいて、それとは異なる説明がなされない場合には、図１～１４の実施形態につ
いての上の説明を参照することができる。
【００５３】
　図１５と１６は、ガイドロッドボディ２０と第１の操作部分７内の関連するガイド収容
部１９の２つの実施変形例もしくは横断面形状を示している。図１５の実施例においては
、長円形の代わりに円形の横断面が選択されている。ガイド舌片もしくは係止舌片２２は
同時に、第２の操作部分８のガイドロッドボディ２０を第１の操作部分７と相対回動不能
に結合するために用いられる。図１６の実施変形例においては、ガイドロッドボディ２０
と付属のガイド収容部１９の、長円の代わりに矩形の横断面が選択されている。
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【００５４】
　図１７～２２は、第２の操作部分８に、そして特にガイドロッドボディ２０の近位の終
端セクションに、ワイヤ形状の機能部分２をワイヤ固定するための種々の実施変形例を示
している。それについて図１７と１８の実施例において、ガイドロッドボディ２０の近位
の端部に、軸線方向にスリットを有し、近位において後方へ円錐状に細くなるパイプ短管
２５’の形状の第１のワイヤ固定部分が形成されており、スリーブ形状の固定短管２６’
がそれと協働し、その固定短管は対応するように細くなるパイプ短管収容部３９を有して
いる。固定スリーブ２６'を固定パイプ円錐２５’上へ挿し嵌めることによって、固定パ
イプ円錐が収容部３９内で径方向に圧縮され、それによって固定パイプ円錐が挿通された
ワイヤ形状の機能部分２の近位の終端セクションを締めつけ固定する。
【００５５】
　図１９と２０の実施例において、ワイヤ固定はガイドロッドボディ２０の、径方向孔４
０を備えたパイプ形状の終端セクション２５’を有している。このワイヤ固定は、他のワ
イヤ固定部分として固定ピン４１を有しており、その固定ピンは、図２０に示すワイヤ締
め付け位置へ達するまで、径方向孔４０内へ螺合することができ、そのワイヤ締め付け位
置において固定ピンは中央に挿通された機能ワイヤへ当接して、それを径方向孔４０内で
連動して折り曲げるので、ワイヤ形状の機能部分２が、固定ボディとして機能するガイド
ロッドボディ２０において変形され、もしくは折り曲げられ／折り返された近位の終端セ
クション２ａによってしっかりと締めつけられて保持される。
【００５６】
　図２１と２２の実施例において、ワイヤ固定は図１９と２０の例におけるのと同様に実
現されており、螺合可能な固定ピン４１の代わりに挿し込み固定ピン４２が設けられてお
り、その差し込み固定ピンは、ヘッド部分４２ｃから張り出すほぼ半円形状の横断面を備
えた差し込みボディ４２ａを有しており、その差し込みボディ上に所定の長さにわたって
、くさび形状の乗り上げ面４２ｄを備えた載置面４２ｂが形成されている。このピン４２
は、しかるべく修正された横断面形状を備えた径方向孔４０’内へ差し込むことができ、
その径方向孔はガイドロッドボディ２０のパイプ形状の終端セクション２５”に形成され
ている。くさび面４２ｄに対して乗り上げることによって、ガイドロッドボディ２０に挿
通された機能ワイヤ２の近位の終端セクションが、図１９と２０の実施例におけるのと同
様に折り曲げ／変形され、機能ワイヤの折り曲げられ、もしくは変形された領域が載置面
４２ｂ上に載置される。
【００５７】
　図２３は、図１～２２の実施変形例における器具の言及される快適な操作性を、ユーザ
ーの片手を用いて示しており、ユーザーのその片手が人間工学的に成形されたグリップボ
ディ６を握り、好ましくはユーザーは親指４４によって操作スライド部材１０も操作回転
部材１１も操作することができる。
【００５８】
　図１～２２の実施例において、ホース形状の機能部分１は第１の操作部分７に固定され
ており、ワイヤ形状の機能部分２は操作部分８に固定されている。図２４～２６は実施変
形例を示しており、それにおいてホース形状の機能部分１が第２の操作部分８に固定され
ており、ワイヤ形状の機能部分２は第２の操作部分７に固定されている。
【００５９】
　そのために第１の操作部分７が修正されて、ガイドスリーブセクション１３が操作回転
部材１１とその遠位に連続する円錐セクション１２から軸線方向に離隔しており、かつウ
ェブセクション４５を介して操作回転部材１１と結合されており、そのウェブセクション
が操作回転部材１１及びガイドスリーブセクション１３と好ましくは一体的に形成されて
いる。固定パイプ短管２５とその上に挿し嵌め可能なスリーブ形状の固定短管２６による
ワイヤ固定は、第１の操作部分７の固定スリーブセクション１３の近位の端部に形成され
ているので、そこにおいてワイヤ形状の機能部分２が第１の固定部分７に固定されている
。
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【００６０】
　第２の固定部分８も修正されて、操作スライド部分１０を回転移動可能に軸固定するた
めの離隔したリングフランジ２４ａ、２４ｂは、ガイドロッドボディ２０の前方の遠位の
終端セクションに形成されており、軸線方向のガイドスロット２３はガイドロッドボディ
２０の近位の前端部の前でわずかな間隔をもって終了している。ホース形状の機能部分１
は、円錐セクション１２内と操作回転部材１１内のしかるべき中央の孔を通して案内され
、かつその近位の端部がガイドロッドボディ２０に、かつその中に、好ましくはほぼリン
グフランジ２４ａ、２４ｂの高さにおいて、例えば接着によって固定されている。
【００６１】
　したがって図２４～２６のこの実施変形例において、ユーザーは操作スライド部材１０
を軸線方向に操作することにより、ホース１を機能ワイヤ２に対してアクティブに前進及
び後退させることができ、機能ワイヤ２は操作グリップ５に対して軸線方向に移動しない
ままとなる。このようにして、ユーザーがホース１を軸線方向に引き戻し、それによって
ワイヤ小バスケット３がホース２から抜け出て展開する場合に、機能ワイヤ２は軸線方向
に移動せずにその場所に留まる。同様に、ワイヤ小バスケット３を引きまとめるために、
ユーザーがホース２を再び前進させる場合に、ワイヤ小バスケット３は軸線方向において
その場所に留まる。これは、医療用の石捕獲に適用する場合に、効果的であり得る。
【００６２】
　図２７～３０は、本発明に係る実現を示しており、図３０を図２３と比較するとわかる
ように、それにおいては手動式の機能ホース器具は、上で説明した図１～２６の例におけ
る握り方向とは逆の握り方向においてユーザーによって握られる。図２７～３０の実施変
形例において、操作回転部材１１は、その限りにおいて修正された操作グリップボディ６
の遠位の端部の代わりに近位の端部に配置されている。操作グリップボディ６は遠位の端
部に出口円錐４６を有しており、そこからホース形状の機能部分１とワイヤ形状の機能部
分２が遠位の方向へ出てゆく。第２の操作部分８は、図２３～２６の例におけるように形
成されており、ホース形状の機能部分１は固定ロッドボディ２０に固定されている。
【００６３】
　図２７～３０の実施変形例において、ガイドスリーブセクション１３は近位と遠位にお
いて操作回転部材１１の領域を越えて張り出しており、その近位の端部は、図２３～２６
の実施例におけるようにパイプ短管形状のワイヤ固定部分２５として形成されており、そ
のワイヤ固定部分とスリーブ形状の固定短管２６の形状の他のワイヤ固定部分が固定を提
供するために協働し、その固定によってワイヤ形状の機能部分２が第１の操作部分７に固
定されている。
【００６４】
　図３０から認識されるように、この実施変形例において、ユーザーが片手４３で操作グ
リップボディ６を握り、その親指４４で操作回転部材と操作スライド部材１０を操作する
ことができる場合に、ホース形状とワイヤ形状の機能部分１、２は手の親指とは逆の側で
操作グリップから出ており、図２３の場合には逆に２つの機能部分１、２は手の親指へ向
いた側で操作グリップ５から出てゆく。
【００６５】
　図３１～３３は実施例を示しており、それは、第１の操作部分７が指で操作される操作
回転部材１１なしで実現されていることを除いて、図１～１４の実施例に相当する。した
がってこの実施変形例は、グリップボディ６に対して第１の操作部分７をアクティブに回
動させる必要が生じない適用に適している。その他において、図３１～３３の器具は、図
１～１４の実施例について上で説明したのと同一の好ましい特徴及び特性を有しており、
それを参照することができる。
【００６６】
　図３４の実施変形例は、図３１～３３のそれに唯一の修正を加えたものに相当し、その
修正は、操作グリップ６が２つに分かれて形成されており、グリップベースボディもしく
はグリップベース部分６ａ及びそれと取り外し可能に結合すべき取り付けボディもしくは
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グリップ結合部分６ｂを有しており、グリップ結合部分に操作ユニット７、８が取り付け
られる。これは、器具の組み立てをさらに容易にすることができる。このようにグリップ
を２つに分けて形成することは、説明した本発明の他の実施形態においても使用すること
ができる。
【００６７】
　好ましい実施例についての上の説明から明らかなように、本発明は、比較的少ない手間
で形成することができ、かつ片手で快適に操作することができる、機能ホース器具を提供
し、そのコンポーネントは簡単なやり方で互いに取り外し可能に組み立てることができ、
かつ再び互いに取り外すことができる。本発明は、上述したように医療用の石捕獲バスケ
ット器具に適しているだけでなく、他の内視鏡機能ホース部材に、そしてハンドグリップ
を介して操作すべき、考察される器具を利用する任意の他の適用にも適している。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】



(17) JP 2019-509804 A 2019.4.11

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】



(18) JP 2019-509804 A 2019.4.11

【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１】

【図２２】

【図２３】

【図２４】

【図２５】

【図２６】

【図２７】

【図２８】

【図２９】



(19) JP 2019-509804 A 2019.4.11

【図３０】

【図３１】

【図３２】

【図３３】

【図３４】



(20) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40

【国際調査報告】



(21) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(22) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(23) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(24) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(25) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(26) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(27) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(28) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(29) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

20

30

40



(30) JP 2019-509804 A 2019.4.11

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DJ,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,G
T,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KH,KN,KP,KR,KW,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY
,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,
TR,TT,TZ

(72)発明者  ベルンハルト　ウイヘレイン
            ドイツ連邦共和国，７２５８１　デッティンゲン，メーリケベーク　２０
Ｆターム(参考) 4C160 EE22  MM32  NN01  NN09  NN10  NN13  NN14 



专利名称(译) 手动功能软管装置

公开(公告)号 JP2019509804A 公开(公告)日 2019-04-11

申请号 JP2018547958 申请日 2017-02-23

申请(专利权)人(译) 代理白族弹性工作ファインベルクテヒニク格塞尔轴米特ベシュレンクテルハフツング

发明人 ベルンハルト ウイヘレイン

IPC分类号 A61B17/221

CPC分类号 A61B17/22031 A61B17/221 A61B17/2909 A61B2017/0046 A61B2017/00477 A61B2017/292 A61B2017
/00323 A61M25/0136 A61M25/0147

FI分类号 A61B17/221

F-TERM分类号 4C160/EE22 4C160/MM32 4C160/NN01 4C160/NN09 4C160/NN10 4C160/NN13 4C160/NN14

代理人(译) 青木 笃
伊藤幸一
伊藤健太郎

优先权 102016204092 2016-03-11 DE

外部链接 Espacenet

摘要(译)

手动功能性软管装置技术领域本发明涉及一种手动功能性软管装置，其
具有软管状的功能部和线状的功能部。 设置有操作手柄主体和可移除的
操作单元，并且该操作单元具有两个可沿轴向相对移动的操作部，并且
具有软管固定部或金属丝固定部。 第一操作部在轴向上固定于操作把持
体，第二操作部具有由手指操作的操作滑动部件。 第一操作部分具有手
指操作的操作旋转构件，第二操作部分可至少部分地绕纵向轴线插入凹
口和/或线固定部分中。 它具有两个电线固定部分，每个电线固定部分具
有一个偏心的轴向电线插入开口，该开口可相对于彼此从释放位置旋转
到电线紧固位置，两个插入开口相对于彼此轴向移动。 并且在电线释放
位置对齐，在电线拧紧位置对齐。 [选择图]图3

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/adc8ebb9-92ab-4ad9-b54a-5a25678c6192
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/058185510/publication/JP2019509804A?q=JP2019509804A

